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地域社会における多文化共生の生成と展開、そして、課題 
 

 

金   侖 貞 

 

 

 1. はじめに 

 

 多文化共生、日本社会でもう市民権を得ている言葉であろう。しかし、多文化共生とは

何か、多文化共生はどのように実現できるかを考えると、きわめて分かりにくい概念であ

ることが分かる。2009年12月現在、日本の外国人登録者数は2,186,121人にのぼり、総人

口の1.7％を占め、国籍も189ヶ国にわたっている。外国人が増え続けている中で、地域社

会の隣人としての外国人との共生はいかなるものなのだろうか。日本において、多文化主

義や多文化教育は1980年代に紹介され、多文化共生という言葉は1990年代から使用されは

じめ、2000年代に入ってくると多文化共生政策をめぐる議論もみられるようになったが、

日本における「多文化共生」とはそもそもどういうものなのか。 

 本稿では、まず、多文化共生という理念がどのように地域社会から生成され、自治体の

施策として取り組まれているのかを、神奈川県川崎市を事例に検討するとともに、多文化

共生を実現していくためにはどういったことが必要なのかを提起したい。 

 

 

 2. 多様化する在日外国人 

 

 在日外国人を指す言葉として「オールドカマー」と「ニューカマー」というものがある。

これは文字通り来日の時期によってつけられた呼称であるが、オールドカマーは第２次世

界大戦以前から日本に住んでいた朝鮮半島出身の人とその子孫、中国・台湾からの華僑と

その子孫といった、いわゆる「特別永住者」の人々である。それに対して、ニューカマー

は、1970年代から日本に入りはじめ、1989年の入管法改正(１)を境に増えてくる、日系人

                                                                                 

(１) 1989年の入管法改正の内容は、在留資格を拡充し、就労可・不可をはっきり区分したことや、

日系人の手続を簡素化したことなどが挙げられる。これを受け、日系人が増えていくこととなる。 
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や外国人労働者などを指す。 

 さらに、1985年の国籍法改正によってそれまでの父系主義は改められ、母親が日本人で

も子どもは日本国籍が取れるようになった(２)。それに、日本国籍を取る帰化者(３)を含め

ると、外国につながる、外国にルーツのある人々(４)はもっと多くなることが分かる。

「国籍」という切り口だけでは、もはや在日外国人の現状は捉えにくくなっているのであ

る。＜図表１＞をみると、1999年の外国人登録者1,556,113人が、10年後の2009年には 

 

＜図表１＞ 国籍別外国人登録者数の推移 

（各年末現在） 
国  籍 
(出身地) 

平成11年 
(1999) 

平成12年
(2000)

平成13年 
(2001) 

平成14年 
(2002) 

平成15年
(2003)

平成16年
(2004)

平成17年
(2005)

平成18年
(2006)

平成19年 
(2007) 

平成20年 
(2008) 

平成21年 
(2009) 

総  数 1,556,113 1,686,444 1,778,462 1,851,758 1,915,030 1,973,747 2,011,555 2,084,919 2,152,973 2,217,426 2,186,121 

中 国 294,201 335,575 381,225 424,282 462,396 487,570 519,561 560,741 606,889 655,377 680,518 
 構成比(%) 18.9 19.9 21.4 22.9 24.1 24.7 25.8 26.9 28.2 29.6 31.1 
韓国･朝鮮 636,548 635,269 632,405 625,422 613,791 607,419 598,687 598,219 593,489 589,239 578,495 
 構成比(%) 40.9 37.7 35.6 33.8 32.1 30.8 29.8 28.7 27.6 26.6 26.5 
ブラジル 224,299 254,394 265,962 268,332 274,700 286,557 302,080 312,979 316,967 312,582 267,456 
 構成比(%) 14.4 15.1 15.0 14.5 14.3 14.5 15.0 15.0 14.7 14.1 12.2 
フィリピン 115,685 144,871 156,667 169,359 185,237 199,394 187,261 193,488 202,592 210,617 211,716 
 構成比(%) 7.4 8.6 8.8 9.1 9.7 10.1 9.3 9.3 9.4 9.5 9.7 
ペルー 42,773 46,171 50,052 51,772 53,649 55,750 57,728 58,721 59,696 59,723 57,464 
 構成比(%) 2.7 2.7 2.8 2.8 2.8 2.8 2.9 2.8 2.8 2.7 2.6 
米 国 42,802 44,856 46,244 47,970 47,836 48,844 49,390 51,321 51,851 52,683 52,149 
 構成比(%) 2.8 2.7 2.6 2.6 2.5 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 2.4 
その他 199,805 225,308 245,907 264,621 277,421 288,213 296,848 309,450 321,489 337,205 338,323 
 構成比(%) 12.8 13.4 13.8 14.3 14.5 14.6 14.8 14.8 14.9 15.2 15.5 

 
（各年末現在） 

        国  籍
(出身地)

平成11年 
(1999) 

平成21年 
(2009) 

増加数 

    ベトナム 14,898 41,000 26,102 
    タ イ 25,253 42,686 17,433 
    インド 9,067 22,858 13,791 
    

登録者が
10,000人
以上増加

ネパール 3,212 15,255 12,043 

出典：法務省ホームページ（http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00005.html、2011年

１月28日閲覧）。 

                                                                                 

(２) 日本の国際結婚の比率は、2009年度の場合、707,734件の中で34,393件が国際結婚で全体の

約５％（4.86％）であった。1980年以前は１％に満たなかった国際結婚は、1985年以降増え続

け、2006年の6.12％をピークに減ってはいるものの、全体の婚姻数の５％前後である。「在日

朝鮮人に関する最新統計資料」『解放教育』2011年２月号、明治図書、2011年、p.66。 

(３) 『解放教育』2011年２月号の「在日朝鮮人に関する最新統計資料」によると、1952年に232

人だった韓国朝鮮籍の日本国籍取得者は、その翌年1,326人となり、その後増え続け、1995年

には１万人を超えている。2009年には7,637人であると言われ、1952年から2009年までの日本

国籍取得者468,707人の中のほとんど（327,869人）が韓国朝鮮籍の人々である。Ibid.,p.62。 

(４) 外国にルーツをもつ子どもの数は、1990年には総出生数の1.72％を占めていたが、2004年か

ら３％を超え、2009年には総出生数（1,082,384）の3.22％（父母の一方が外国（22,511）、

外国籍（12,349））であった。Ibid.,p.66。 
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2,186,121人へと、リーマン・ショックの影響で2008年に若干減少してはいるものの、全

体として外国国籍の人々が増え続けていることが分かる。 

 また、最近は日本人男性と外国人女性との再婚によって本国から呼び寄せられるケース

もみられ、年々増加している外国人は、従来の「在日外国人＝在日コリアン｣(５)から国籍

もその特性も多様化・多層化してきている。 

 神奈川県に位置する川崎市は、戦前からの京浜工業地帯との関係などから在日コリアン

が多く生活し、南部には在日集住地域もあった。2009年12月現在、川崎市の外国人登録人

口は32,587人で、区の地域的特性に応じて在住する外国人の特性も異なる（図表２）。 

 川崎市に今日のような在日外国人施策、多文化共生施策が位置付けられるのは、市の南

部にあった桜本という在日コリアン集住地域を中心に展開される公民権運動を機に、外国

人との共生や在日外国人の権利問題が地域社会に公論化されてからである。この過程にお

いて、共生理念も運動の中で「実践的」に形成されるようになる。 

 

＜図表２＞ 川崎市の国籍別外国人登録者数 

 
  川崎区 幸 区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 市全体 

1 中 国 3,224 1,305 1,496 1,207 857 1,425 792 10,306 

2 韓国・朝鮮 4,534 1,053 979 973 650 794 366 9,349 

3 フィリピン 1,362 469 508 583 408 441 140 3,911 

4 ブラジル 801 76 89 129 84 73 59 1,311 

5 インド 611 269 177 67 31 64 19 1,238 

6 アメリカ 58 80 167 146 128 127 108 814 

7 ペルー 349 127 35 33 37 5 24 610 

8 タ イ 229 68 86 63 72 47 41 606 

9 ベトナム 184 60 57 78 86 92 24 581 

10 ネパール 76 22 113 16 36 54 11 328 

 他の国籍 580 289 616 537 550 610 351 3,533 

 合計(人) 12,008 3,818 4,323 3,832 2,939 3,732 1,935 32,587 
 
出典：『川崎市外国人市民代表者会議年次報告＜2009年度＞』川崎市市民・こども局人権・男女共

同参画室、2010年、p.55。 

 

 

                                                                                 

(５) ＜図表１＞からも分かるように、2007年度において、韓国・朝鮮を抜いて中国出身の外国人

登録者が全体の１位となり、中国人の数は60万人を超え、その増加のスピードも早いことが分

かる。 
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 3. 外国人も住民であることへのパラダイム転換 

    ― 多文化共生施策の形成 ―  

 

(１) 在日コリアンと日本人による公民権運動 

   戦前から川崎市には砂利採取労働者や工場建設労働者などで入ってくる在日コリア

ンが多く、その集住地域のひとつが日本鋼管用地にできていた「池上町」であった。 

   池上町は、在日コリアンとともに日本人も居住していた地域で、＜図表３＞からも

分かるように、工場が多く、煤煙などの公害問題、貧困問題を抱えていた地域で、

人々が生活するに適しているとはいえないところであった。この地域を中心に地域社

会が変わっていくのは、1970年から1974年まで取り組まれた「日立就職差別闘争」で 

 

＜図表３＞ 池上町の概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：神奈川県第二愛泉ホーム『川崎市池上町における住民とホームの福祉関係』、1969年。 
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ある。この運動の拠点となったのが池上町を含む桜本地域で、ここを中心に在日コリアン

の民族差別を是正し、自らの権利を取り戻していく運動が展開される。 

 

  1) 日立就職差別闘争 

―

 「在日」として生きる道への模索 

    1979年に「国際人権規約」、1982年に「難民の地位に関する条約」がそれぞれ批

准されると、日本では、制度上の内外人平等を求めて国民年金法、児童手当法など

の法改正が引き続き行われるが、それ以前は多くの制度において国籍条項が設けら

れ、在日外国人は諸制度から排除されていた。それは、就職においても同様で、こ

ういった就職差別に対して裁判に訴えるとともに地域運動を推し進めていったのが、

日立就職差別闘争（以下「日立闘争」）である。 

    日立闘争は、最初在日コリアン二世の青年と慶応大学「ベ平連」（ベトナムに平

和を、市民連合）の学生たちで構成された「在日朝鮮人の就職差別を粉砕する会」

が「朴君を囲む会」となり、その事務局を中心に裁判と市民運動を並行していくの

である。 

    その闘争の意義のひとつは、「在日」として生きる道をそのプロセスの中から見

出したことである。つまり、日本で生まれ教育を受けた在日二世が新たな世代とし

て浮上してくる中で、それまでの「日本か、韓国・朝鮮か」ではなく、「在日」す

ることに、自らのアイデンティティを形成していくという、「在日」コリアンとし

て日本社会で生きていく方法が模索されるようになる。その象徴的なものが、「本

名を名のる」ことであった。 

    在日コリアンは、1910年からの35年間の植民地政策の一環として1939年に行われ

た「創氏改名」で、日本名（通名）と民族名（本名）の二つの名前を持つこととな

る。日本人と外見上の区別がつかない在日コリアンは、戦後にも日本社会の差別・

抑圧から自らを守るために日本名を使うことが多かった。これは、名前の問題に留

まらない、在日コリアンとしての自己否定につながるもので、「自分とは何か」と

いうアイデンティティの葛藤を内包するものでもあった。 

    しかし、この日立闘争において、当事者である在日二世の青年が、日本名から民

族名を名のるようになり、在日コリアンの子どもに本名を名のらせ、韓国・朝鮮の

文化を教えるといった民族教育実践がいくつかの地域で始まることとなる。そのひ

とつが、＜図表３＞にある池上町・桜本地区の青丘社を中心としたものであった。

実は、「朴君を囲む会」の事務局がこの地域に移ったこともあり、日立闘争の中心
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地がまさにここであったのである。そして、この日立闘争を契機に民族教育や制度

差別の撤廃に向けての市民運動が本格化する。 

    日立闘争は、1974年６月に勝利判決が出され、その勝利を受けて、同年に「民族

差別と闘う連絡協議会」（民闘連）が結成されることとなる。この民闘連活動の中

心のひとつが「青丘社」という社会福祉法人でもあった。 

 

  2) 地域における民族教育体制の構築 

    青丘社は、桜本地区にあった在日大韓基督教会川崎教会が1973年に設立した社会

福祉法人で、1969年に教会がつくった「桜本保育園」を中心に民族教育を実践して

いく傍ら、民族差別を是正していく運動を展開していた。差別に負けない、在日コ

リアンとして生きていく子どもを育て見守っていく体制として、青丘社では、保育

園とともに小中学生を対象とした「桜本学園｣(６)をも整備すると、在日コリアンの

お母さんたちが中心となって1975年にできた「子供を見守るオモニの会」などのグ

ループと一緒に、民族的主体性を持つ子どもの育成を目指していくことになる。 

    また、青丘社は、在日大韓基督教会がつくった法人であるだけに、その中心的役

割を担う主事は在日コリアン青年であったが、地域の民族教育体制を整備していく

中で、1978年に在日コリアンと日本人の主事体制へと変わり、在日コリアンの問題

に在日コリアンと日本人が協力して取り組む体制を作っていった。しかしながら、 

 

＜図表４＞ 桜本学園の学年別時間割 

 

学 年 曜日 時間   

ロバの会、小１－３年 毎日下校時から５時半まで（月曜日～土曜日） 

小４－６年 (月) ４：30－６：00 (水) ４：30－６：00 (土) ２：00－５：00 

中学生 (月) ６：30－８：30 (水) ６：30－８：00 (土) ２：00－５：00 
 
出典：「桜本学園生徒募集のお知らせ」ふれあい館ファイル『桜本学園・ロバの会、桜本学園報』

より作成。 

                                                                                 

(６) 桜本学園は、学童保育ロバの会（小学生１年生から３年生）、小学生４年生から６年生、中

学生対象の活動をし、その活動の柱は、「①桜本保育園の卒園児及び地域の子どもの民族教育

を保障する、②民族意識を正しく育てる、③低学力の克服という民族差別に負けない子どもの

主体づくり」としていた。「川崎の地域実践」川崎市民生局・青丘社研究協議会学習会資料Ⅱ

『在日韓国・朝鮮人の現状』青丘社、1983年、p.47。 
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   民族的アイデンティティを育てようとしてきた地域教育実践が地域や学校の差別の

中で実践の限界を痛感することとなり、行政にその保障を求めていくことを考える

ようになる。 

    当時は、1979年に起きた在日三世の林賢一君の自殺を受けて、埼玉県の上福岡市

で在日外国人教育基本方針が制定されてはいたものの、公教育の中で在日外国人の

教育方針を制定し保障していくといった動きは、関東地域ではまだみられなかった。

指紋押捺拒否運動などの社会運動が日本社会の注目を集め始めていく1980年代に、

川崎市桜本地区では、地域教育実践を行政の中に位置付けようとした、在日コリア

ンと日本人による市民運動が動き出し始める。 

 

(２) 多文化共生施策づくりに向けての第一歩 

   地域や学校の旧態依然たる差別・抑圧構造を是正していくための運動は、教育委員

会を対象とした基本方針制定と、民生局を対象とした青少年会館設立の二つの方向か

ら推進・展開された。民族差別の現状を認め、差別・偏見をなくし、在日コリアンと

日本人が共に生きる地域社会の創造へと社会的合意に至る過程はいくつかの困難を乗

り越えてのものであった。 

 

  1) 公教育における在日外国人教育への保障を求めて 

     

―

 在日外国人教育基本方針制定 

―

  

    教育委員会に外国人教育基本方針の制定を導き出したのは、1982年に親、教師、

市民グループで結成された「川崎在日韓国・朝鮮人教育をすすめる会」（以下「す

すめる会」）であった。国民教育という枠組みで推し進めてきた教育行政の中に外

国人の教育を位置付けさせるのは、数々の交渉を積み重ねた結果であった。 

    すすめる会は、1982年６月20日に結成集会を開き、７月24日には「日本の学校に

在籍する在日韓国・朝鮮人生徒の教育に関する要望書」（第一次要望書）を提出す 
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   る。要望書は前文と六つの要望項目(７)で構成され、これを受け、教育委員会との

大衆交渉は始まる。すすめる会が提出した項目に対しては、外国籍生徒の進路の実

態調査はしていない、韓国・朝鮮人生徒独自の在籍数調査はしていないなどの回答

が主で、それを受け、教育委員会とすすめる会との間には、在日コリアンの子ども

の教育は「権利か、恩恵か」をめぐる論争が展開されていく。 

 100人ぐらいが参加する大衆交渉が進行していく中で、すすめる会は、1983年２

月に第二次要望書を提出し、話し合いを続けていくのだが、その流れを大きく変え

たのは教員の加配問題であった。 

    教員の加配は、1958年制定の「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の

標準に関する法律」に基づき定められた政令において、日本国籍を持たない児童・

生徒がその学校に１割以上在籍している場合、１人の教員を加配するものであるが、

川崎市は長い間教員が加配されていなかった。教員加配問題や学校現場の差別を認

めようとしない教育委員会に対して、1983年11月１日に行われた交渉の場において、

すすめる会は差別を認めることを強く求め、やっとその日に教育委員会は差別があ

ることを認める。それを受けて出された「川崎市における在日韓国・朝鮮人教育を

すすめるための基本認識」は、民族差別があることを認め、差別や偏見をなくす教

育をすすめていくことを公的に明記することによって、具体的な方針づくりに拍車

が掛かることとなる。 

    教育委員会は、社会教育や学校教育の関係者を対象とした研修などを通じて現場

の理解を得ようと努めるとともに、小委員会では基本方針作成のための議論を並行

していた。その結果、基本方針の試案が出されるのは、1985年のことである。試案

は１年後の1986年３月25日に「川崎市在日外国人教育基本方針 ― 主として在日韓

国・朝鮮人教育」として制定される。基本方針には次のような文言が盛り込まれて

いた。 

                                                                                 

(７) 六つの項目とは、「1. 川崎市立の各小学校、中学校、高校には、何名の在日韓国・朝鮮人

生徒が在籍していますか。2. 川崎市教育委員会は、公立学校に在籍する在日韓国・朝鮮人生

徒がどのような状況に置かれているかご存じですか。3. 在日韓国・朝鮮人生徒の氏名につい

て、指導要録、出席簿、卒業証書、調査書等では、どのように記載するよう指導を行なってき

ましたか。4. 在日韓国・朝鮮人生徒の、中学、高校卒業者の進路は、どのような実態ですか。

5. 民族差別を克服していく第１歩は、学校現場で、教師及び子供たちに正しい知識と理解を

深めることだと思いますが、副教材、あるいは研修等を通じて、具体的な啓蒙（ママ）活動を

行なう考えはありますか。6. 大阪市、東京都等では、在日韓国・朝鮮人が公立学校の教員と

して採用され教壇に立っていますが、川崎市教育委員会ではどのような見解をおもちですか。

また、今までの採用の実態はどのようでしょうか」であった。 
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     韓国・朝鮮人に対する差別や偏見は、本市だけでなく、広く国民各層に根強く存在し

ており、多くの韓国・朝鮮人は教育、就労、福祉等あらゆる生活面で厳しい民族差別を受

け深刻な問題となっている。さらに見落としてはならない重要なことは、これらの差別や

偏見が歴史的に作られたものであるという点である。即ち、1910年日韓併合により、日本

が朝鮮を植民地として以来、一方では多年にわたる植民地支配の合理化につながるような

民族優越意識を教育を通じて国民に浸透させ、他方において朝鮮民族固有の文化や言語を

否定されるべきものであるかのごとくとらえ、創氏改名制度などを通じて日本への同化政

策を進めた結果生まれたものである。 

     川崎市教育委員会は、こうした事実の持つ意味を厳しく受けとめ教育の課題としてと

らえ、本市における、公教育を推進するにあたっては市民一人ひとりの差別解消のための

不断の努力を促していかなければならない。また、市内に居住する外国人に対して教育を

受ける権利を認め、これらの人々が民族的自覚と誇りを持ち、自己を確立し、市民として

日本人と連帯し、相互の立場を尊重しつつ共に生きる地域社会の創造を目指して活動する

ことを保障しなければならない。このことはまた、日本人の人権意識と国際感覚を高める

ことにもつながる。そして、このような環境を整えることは、人間都市の創造を目指す本

市教育行政の責務でもある。 

 

    この前文においては、在日コリアンへの差別や偏見が歴史的産物であることを明

確にし、それを「教育の課題」として規定、外国人の「教育を受ける権利」を認め

て外国人が民族的自覚と誇りを持ってアイデンティティを確立するような環境を整

備していくことが教育行政の責任であることが記されている。そして、①教育行政

及び教育関係者、②児童・生徒、③すべての市民の三つの対象に具体的な取り組み

の内容を示し、その後、手引書『ともにいきる』の発行や、1997年から「民族文化

講師ふれあい事業」など、やっと市の施策として外国人を視野に入れた試みがみら

れるようになる。基本方針は、1998年に「川崎市外国人教育基本方針 ― 多文化共

生の社会をめざして ― 」と改定されるが、外国人教育、多文化教育に対する市の

基本的な考え方として根底に据えられ続けている。 

    この基本方針を具体的に実現していく「場」として方針制定から２年後に桜本地

区で開館する「川崎市ふれあい館」は、これもまた、地域からの要望を受け入れた

市の施策づくりの一環であった。 
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  2) 共生の拠点としての「ふれあい館」 

    桜本地区には公的施設がなく、保育園や教会を使っていたが、施設・設備の消耗

が激しく、青少年会館の設立を求めて、1982年９月30日に「桜本地区青少年会館

（仮称）設立等に関する統一要望書」を提出する。 

    要望書では、「この地域で在日韓国朝鮮人の生活の実態を見据えることのできな

い施策は、同じく厳しい生活と労力の実態におかれた日本人住民を見据えることが

できないという実践の経験をふまえて、地域の青少年の互いに民族を認めあい民族

差別を許さない自覚的活動と、社会的、文化的、経済的生活の向上をはかることを

めざした青少年会館を桜本地区に建てることを切望」するとし、次の要望項目を提

起し、さらに、細部要望書をも出していた。 

 

    1. 青少年会館設置に伴う設立委員会を行政担当者と当法人各部署担当者との間に早急に

開設して下さい。 

    2. 会館が設立されるまでの間、以下の青丘社内諸活動への援助を行なって下さい。 

     ① 小学生高学年、地域むけ行事プログラム活動、中学生部活動の専任指導員人件費 

     ② ケナリ（れんぎょうの花）クラブ、及び中学生部、高校生部、地域むけ啓蒙
マ マ

活動等

の活動費の保障 

     ③ ボランティア指導員の交通費の支給 

 

    要望書を受けた川崎市民生局では、「(仮)桜本  館設立研究協議会」を発足す

る。研究協議会では、まず、在日コリアンの形成史や現状などについての学習会を

通して共通認識を深めるとともに、1983年６月28日に「青丘社、民生局研究協議会

～学習及び協議経過、イメージ～」の中で「根本的な改善としては、在日韓国・朝

鮮人の住民権、市民権の確認と、行政内の位置付をもたらす必要、このことをコー

ディネートする機能を必要とする印象。地域共同体にむかっては不可欠の課題との

印象」と見解を出したのである。単なる施設の建設ではなく、より抜本的な民族差

別の撤廃を視野に入れることの必要性がここからは読みとれ、市全体として取り込

むことが認識され始めていた。 

    一方、青丘社では、1984年６月に「桜本地区青少年会館（仮称）設立に関する第

二次統一要望書」を提出するが、青丘社も民生局以外の関連部局の参加を呼び掛け

ていた。そこで、翌月民生局以外の企画調整局、教育委員会、市民局からなる「新
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プロジェクトチーム」が結成され、研究協議会は「（仮称）桜本ふれあい社会館設

置構想委員会」となった。 

    構想委員会はふれあい館の運営方法や内容などを議論するとともに、他の自治体

の視察で構想を深めていき、同年11月に「構想施設に関するプロジェクトの見解に

ついて（案）」を出す。ここでは、「民族的差別や偏見の解消に向けての諸活動の

拠点として、今後地域住民の広範囲な参加を促進し活発な交流を図るために、新し

い時代における地域社会の形成に向けて、先導的役割を担うものである」と規定さ

れ、1985年には1986年の予算で建設を着工することや、公設民営などが具体化され、

同年８月30日に「（仮称）桜本ふれあい社会館にかかる討議経過のまとめ（試

案）」が出される。 

 

     まず最初に強調しておきたいことは、日本人の人権意識を高め、国際性を高めるため

に、在日韓国・朝鮮人をめぐる諸問題解決のための行政の枠組みを明確にしたいと考えた

ことである。在日韓国・朝鮮人問題をいたずらに放置することなく、マイノリティの人権

を尊重することによって、共に生きる地域社会をつくることに寄与する、具体的な施策展

開のインパクトとすることである。 

 

    行政として在日コリアンの人権を尊重し、共生の地域社会のための施策づくりを

していくことを表明しており、その翌年に運営を青丘社に全面委託することや、ふ

れあい館とこども文化センターの統合施設とすること、1986年度予算で取り組むこ

とが確認された。建設に向けての協議が進んでいく中で、実は、施設建設に反対す

る声が聞こえてきた。 

    構想が具体化されていき、1985年11月に建設予定地で説明会が開催されたが、こ

の説明会において、地域住民は、市の直営にすることや、青丘社との協議内容の説

明などを求めていた。その背景には、1980年以降の指紋押捺拒否運動が青丘社を中

心に展開されていたことが影響し、青丘社がふれあい館を運営すると日本人は使え

なくなるという住民たちの危惧があったのである。 

    ふれあい館の運営をめぐる住民への説得が続く中、1987年６月に２年間市職員を

派遣する、地域住民を運営協議会に参加させるなどの妥協案を住民側が受け入れる

ことで、やっとふれあい館建設に対する合意に達することとなる。 

    1988年６月に「日本人と韓国・朝鮮人を主とする在日外国人が市民として相互の
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ふれあいを推進し、互いの歴史、文化等を理解し、もって基本的人権尊重の精神に

基づいたともに生きる地域社会の創造に寄与すること」（条例第１条）を掲げた

「ふれあい館」は開館した。主催事業、貸し館事業など、こども文化センターと社

会教育施設ふれあい館としての事業が始まることになる。学童保育や中学生部、高

校生部、ロバの会、民族クラブ（ケナリクラブ、ダガットクラブ）、識字学級、在

日一世のウリハッキョ（私たちの学校）、トラヂの会など、子どもから高齢者に至

るまでの多様な実践を日本人、在日コリアン、日系人、フィリピン人などの当事者

からなる職員体制が担っている。 

    外国人を対象とした施策は自治体の国際化施策の展開とともに、1980年代以降諸

自治体でその動きがみられ始めるが、川崎市の場合、ともに地域住民である在日コ

リアンと日本人が協力して取り組んだ市民運動から発せられたこと、在日コリアン

の人権を認めることが施策展開の重要な柱であることなど、地域からの要望を市の

施策に反映した事例であるといえよう。このような施策化と連動して「共に生き

る」という共生理念は創られていた。それは、様々な要素が重なり合った結果で

あった。 

 

  3) 共生理念の生成 

    地域社会の要求をもとに施策へと昇華していくことが可能であったのは、当時の

川崎市が革新市政であることとも関連深い。むろん当時難民条約、人権規約が批准

されたり、現代的人権（第三世代の人権）が流入し、マイノリティの人権に光を当

てていく動きがあったことに付け加えて、1960年代から誕生していた革新市政が川

崎にあったことは見逃せない。それまでの政治構造とは違った市民、地域へと地域

民主主義を唱える革新自治体が伊藤三郎率いる伊藤市政として、市営住宅の国籍条

項撤廃、児童手当の支給などといった「川崎方式」といわれる先進的な取り組みを

みせていた。 

    この革新市政という背景のもと、共生理念が生まれてくるのは、在日コリアンと

日本人の新しい主体が浮上することによって可能であった。 

    今までの在日とは違う在日志向の新しい世代が登場するのは、先述したように、

日立闘争などの1970年代のことである。 

    祖国志向の在日一世とは違って新たな世代として浮上する在日二世は、日本で

「在日」として生きるという「在日志向」を表明していくこととなるが、それは、 
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＜図表５＞ 青丘社を中心とした地域社会実践形成の構図 

 
担い手としての主体像 

日本人：全共闘世代 

韓国・朝鮮人：在日志向の在日２世 

 

構成要素 

信念の共有化：「民族差別撤廃｣というテーゼ 

個々人の「原子」としての参加：地域実践へのコミットメント 

「水平的ネットワーク」の構築 

 

課題かつビジョン 

公共的課題の解決：「共生」理念の具現化 
 
     出典：金侖貞『多文化共生教育とアイデンティティ』明石書店、2007年、p.153。 

 

   今までの客観的指標や特徴を重視していたことから主観的なそれを大事にする「エ

スニシティ」の表出でもあった。自らのアイデンティティ、在日像が実は日本社会

の差別・抑圧構造からできたものであることを認識し、そういった社会的構造を踏

まえ、新たな在日としてのアイデンティティを模索しようとする世代が、この時期

に登場し、様々な民族運動を進めていった。 

    そして、その運動を共に担う他者として浮かび上がってきたのが、全共闘世代と

いう日本人である。被抑圧者としての自らのアイデンティティの再構築は、抑圧者

としての日本人のアイデンティティの再構築をも伴うもので、それぞれのアイデン

ティティの再構築を経て、在日コリアン・日本人によって在日コリアンの民族差別

撤廃運動を市民運動として展開していくのである。まさに、そのプロセスの中から

「共生」は生まれてくる。 

    共生、共に生きることは、互いの対等な関係を含むものである。しかし、こう

いった対称的・水平的関係は最初から想定されたものではなかった。民族差別と闘

うことを共通認識として共有しながらも、日本人と在日コリアンとの関係が水平的

なものへと移行していくのは、1980年前後である。 

    在日外国人との関係における共生は、その前段階として共闘といわれるものが

あった。日立闘争をきっかけに発足した民闘連の三大原則「実践・交流・共闘」の

ひとつに掲げられ、それが実質的な意味を持ち始めるのは、1979年の民闘連第５回
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特別基調報告においてであった。さらに、そこから、共闘は共生へと変わっていく

が、1980年代に共生が共に生きる形で指紋押捺拒否運動のスローガンに使われる一

方で、民闘連の中でも共闘とともに共生が積極的に言及されるようになる。 

    つまり、1984年の第10回民闘連全国交流集会基調報告で、「“共に生きる”とは、

妥協を前提とするものではない」としながら、共に生きることが、「異質なものを

互いに尊重し、認めあうことの上に成り立つことをめざす、民族として自立した関

係を求めるものである」と定義し、共に生きる地域社会の創造を目指すことが述べ

られていた(８)。共生は、在日コリアンの民族差別撤廃運動のための在日コリアン

と日本人のそれぞれの自己変革をくぐり抜け形成された水平的関係をもとに生成さ

れ、地域社会の中で生まれ構築された理念であり、運動の重要な原則でもあった。 

 

   ＜図表６＞ 「多文化共生教育」形成における1980年代の実践メカニズム  

 
 

「定住化」による市民権獲得の必要性の浮上 

  

「日立闘争」による韓国・朝鮮人及び日本人の自己変革：主体形成 

  

従来の民族団体の枠を超えた組織としての青丘社・民闘連の浮上 

  

周辺要因の変化 ― 人権思想流入・革新市政登場 

  

1. 「民族差別撤廃」というテーゼの共有化 ⇒ 民闘連・青丘社活動の理念的

土台 

2. 個々人の「原子」としての参加：地域実践へのコミットメント ⇒「民族

差別撤廃」というテーゼの拠り所 

3. 「日本人ヘルパー」論から「共闘・共生」論への移行⇒「水平的」ネット

ワークの構築 

  

 「共生」理念の生成及び施策への反映 ⇒ 日本人と韓国・朝鮮人の相対的自

立性に基づいた、他者として受け入れ認め合う関係の構築 

  

「多文化共生教育」形成の土台の構築 

 
 
    出典：金侖貞『多文化共生教育とアイデンティティ』明石書店、2007年、p.167。 

                                                                                 

(８) 「基調報告」『第10回民闘連全国交流集会資料集』民族差別と闘う連絡協議会、1984年、

pp.19-20。 



 

－ 73 － 

●
－自治総研通巻392号 2011年６月号－●

    このように、日本における多文化共生は、在日コリアンとの関係で形成されたも

のであり、多文化教育が1980年代に流入する前の「原型」としてすでにあったので

ある。 

 

(３) 川崎市の多文化共生施策 

   「内なる国際化」が諸自治体の中の重要課題となってきていた1980年代、川崎市に

おける多文化共生施策は、教育分野をはじめ様々な分野へと拡がっていく。 

 

  1) 多文化教育施策 

    1986年の教育基本方針の制定を受けて、ふれあい館を中心に韓国・朝鮮関連の講

座が始まるとともに、1997年から教育委員会は「民族文化講師ふれあい事業」を開

始した。この事業は、外国人市民が小学校や中学校を訪れ、自分の国の文化を伝え

る活動をすることで、日本人の子どもには違う国に対する理解を深め、外国人の子

どもには出身国に対する自信を持たせるとともに、講師である外国人市民の地域参

加のひとつにもなっている。 

    また、識字・日本語学習体制が整っていくのも1980年代以降の重要な特徴である。

1990年の「国際識字年」の影響もあって、公的社会教育の中に識字・日本語学習の

輪が広がっていく中で、川崎市においても1990年代に市内にある七つの市民館で識

字・日本語学級が設置される。1993年に出された「川崎市生涯学習推進基本計画」

の課題でもあった「すべての人々の学習の保障」は、1994年から96年までの文化庁

委嘱事業「地域日本語教育推進事業」、1997年設置の「川崎市地域日本語教育推進

協議会」が中心となって推進され、1997年の『共生のまちづくりをめざす日本語学

習のあり方』には、外国人市民と日本人市民が今後対等な関係を築く活動のひとつ

に「識字」の理念をおいている。さらに、2003年には「川崎市識字・日本語学習活

動の指針」が出され、識字・日本語学習が「基本的人権」であり、その活動が「多

文化共生社会の実現」をめざすものであることが明確にされた。公的識字・日本語

学習以外にも市民による活動も活発である。 

    2005年３月には「川崎市多文化共生社会推進指針 ― 共に生きる地域社会をめざ

して」が制定され、人権の尊重、社会参加の促進、自立に向けた支援という基本理

念のもと、多文化共生教育の推進が基本方向のひとつに据えられた。 

    現在は、高津市民館を中心とした多文化フェスタみぞのくちなどの地域イベント
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や、ニューカマー出身の子どものための日本語学習支援、小学生及び中学生を対象

とした学習支援活動、ふれあい館のケナリクラブ（韓国・朝鮮）やＤＡＧＡＴクラ

ブ（フィリピン）のような民族クラブ活動など、「差異」を有する人々がどのよう

にその違いを受け入れ、理解していくのか、文化から識字に至るまで多方面にわ

たって試みられている。 

    外国人と日本人の「共に生きる」地域社会の実現は、外国人市民当事者の声を吸

い上げるという制度的位置付けにおいてもみられる。1996年から始まった「川崎市

外国人市民代表者会議」がそれである。 

 

  2) 在日外国人の市政参加 

―

 外国人市民代表者会議の試み 

    在日外国人の参政権はまだ実現されていない。選挙というツールを通した自治体

への意見反映は、外国人にはできないのである。このような状況の中、川崎市では、

1996年に「外国人市民代表者会議」を設置している。外国人市民が自らの課題に対

して意見を出し、市政に反映させていく仕組みは、1980年代からの川崎市の一連の

動きを踏まえてのものにほかならない。 

    代表者会議は、1989年に神奈川民闘連から出された要望書を受けて設置された

「川崎市外国人市民施策推進幹事会」の24項目検討課題と、1993年に出された「川

崎市国際政策のガイドラインづくりのための提言」の53項目提言に盛り込まれてい

た外国人の市政参加を具現化するもので、1994年２月に開催された「地方新時代シ

ンポジウム」でドイツ・フランクフルトの「外国人代表者会議」が紹介され、その

構想が具体化される。 

    1994年10月に設置される「仮称・外国人市民代表者会議調査研究委員会」の答申

を踏まえて、1996年10月に「外国人市民代表者会議条例」を制定、同年12月には第

１回の会議が開かれた。 

    外国人市民に「自らに係る諸問題を調査審議する機会を保障することにより、外

国人市民の市政参加を推進し、もっと相互理解しあい、ともに生きる地域社会の創

造に寄与することを目的」（条例第１条）に、代表者26人内（任期２年）で構成さ

れている。会議には部会が設置されるが、2010年現在は教育文化部会、社会生活部

会が活動している。 

    代表者は公募による選考で選出され、年４回の会議に参加しながら調査・審議を

行うこととなる。調査審議した内容は年１回市長に報告し、提言したことは市の関 
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 ＜図表７＞ 外国人市民代表者会議の運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  出典：『川崎市外国人市民代表者会議年次報告＜2009年度＞』川崎市市民・こども局人権・

男女共同参画室、2010年、p.80。 

 

   連部局で対応する。単に調査審議して提言を出してもらうのではなく、提言を施策

にどう活かしているかが代表者会議に報告される。取り組みの状況は担当部局が

「一定の成果を得た」としたのは「Ａ」、「取組み中、検討中」としていることに

は「Ｂ」とし、各提言には前年度までの取組み状況が開示されている。その中で、

教育関連の提言をみてみよう。 

    例えば、2003年度提言「外国人保護者が日本の教育について理解を深め、保護者

として自立できるよう支援する」に対して、教育委員会は、中学校編入生徒・保護

者に多文化共生教育ネットワークかながわ編集の「公立高校入学のためのガイドラ

イン（10言語）」を提供し、高校進学説明会に通訳を配置するなどしている。2007

年度提言「日本語を母語としない子どもが日本の社会で自立して生活していけるよ

うに、義務教育修了後に進学を希望する子どもの支援体制を整える」に対しては、

引き続き日本語指導協力者派遣制度を実施するとともに、四つの中学区に学習指導

員を派遣するなどの対応をしている。 

テーマの決定 

年 次 報 告 

全体会議

部 会 部 会 

調 査 審 議

フィールドワーク

◎何を調査審議するかは会議で審議し、代表者が合意の上決定

する。 

◎テーマに基づき、部会を設置して調査審議することができる｡ 

◎部会での審議結果を全体会議で報告し、代表者会議全体で確

認する。 

◎会議外でフィールドワークを実施し、調査審議に活かす。 

◎調査審議された内容のうち、提言として報告できるものをま

とめる。 

◎提言及び調査審議内容や活動状況等を市長に報告する。 

◎市長は、提言への取組について、全庁的な対応を図る。 

◎提言の取組状況が代表者会議に報告される。 

◎取組状況を踏まえて、調査審議を進める。 
提言の取組状況の報告を受ける

提言のまとめ
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    まだまだ課題は多いが、地域住民として自ら抱える課題を掘り出し、施策化へと

つなげていくことの意義は大きく、権利の主体者として声をあげていくことを「制

度」として位置付けていることは、会議のスローガンで掲げている「外国人の住み

やすいまちは、日本人も住みやすい」を実現していくための一歩であろう。また、

他の自治体とは違って設置の根拠を条例で定めている点は川崎ならではの特徴であ

る。 

    今まで川崎市という自治体の事例をみてきたが、外国人の増加や自治体の対応・

施策などを受け、日本が中央政府レベルで動きを見せるのは、2005年以降である。 

 

 

 4. 地域に根ざした「共に生きる」に向けて 

 

 日本では、中央政府による総合的な外国人政策や多文化共生政策たるものがまだ存在し

ない。外国人人口が増えている現実、少子高齢化の時代を迎え外国から必要な人材を受け

入れざるを得ない状況の中、日本でも国としての対応が必要であるという認識が具体的な

動きとして現れたのは、2005年のことである。 

 

(１) 2005年以降の中央政府による多文化共生をめぐる議論 

   2005年を日本における「多文化共生元年」とみる研究者もいる。というのは、この

年に総務省に「多文化共生の推進に関する研究会」が設置され、翌年３月「多文化共

生の推進に関する研究会報告書 ― 地域における多文化共生の推進に向けて ― 」、

12月には外国人労働者問題関係省庁連絡会の「『生活者としての外国人』に対する総

合的対応策」が出されるなど、在日外国人に対して地方自治体だけでなく中央政府か

ら対応していこうとする兆しがやっと見え始めたのである。それ以降にも、2007年３

月に総務省「多文化共生の推進に関する研究会報告書2007」、2008年６月文部科学省

「外国人児童生徒教育の充実方策について」、10月には日本経済団体連合会「人口減

少に対応した経済社会のあり方」が出され、2009年１月には内閣府に「定住外国人施

策支援室」が設置され、2010年８月に「日系定住外国人施策に関する基本指針」を出

した。行動計画は2011年３月31日に日系定住外国人施策推進会議で策定した。 

   その中で、多文化共生を掲げていた2006年３月の総務省研究会の報告書の内容をみ

てみよう。この報告書においては、地域における多文化共生は「国籍や民族などの異
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なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、地域

社会の構成員として共に生きていくこと｣(９)と定義され、それまでの自治体中心の対

応について次のように言及している(10)。 

 

    地域における多文化共生の推進については、これまでは外国人住民が集住する地域の地方

自治体が必要に迫られて先進的な取組を行い、国に対して制度改正要望を行ってきたが、国

の各省庁の対応は必ずしも十分なものとは言い難く、また、総合的・横断的対応に欠けてい

た側面は否定できない。国レベルの検討は、これまで主に外国人労働者政策あるいは在留管

理の観点から行われてきたが、そうした観点からのみ捉えることは適当ではない。外国人住

民もまた生活者であり、地域住民であることを認識し、地域社会の構成員として共に生きて

いくことができるようにするための条件整備を、国レベルでも本格的に検討すべき時期が来

ていると言えよう。 

 

   国としても取り組むべきであること、外国人を地域住民の生活者として捉えている

こと、それまでの外国人政策の基本観点を転換していくべき必要性を説いていること

が読みとれる。このような問題意識を踏まえ、自治体が地域の多文化共生を推進して

いく課題を、コミュニケーション支援、生活支援、多文化共生の地域づくりの三つの

観点から検討し、「多文化共生推進プログラム」を参考にしながら各自治体が多文化

共生の推進に関する指針・計画を策定するよう促している。2009年には「多文化共生

の推進に関する意見交換会」を設け、外国人市民が置かれている現状の把握に力を入

れている。 

   また、同じ時期に出された「『生活者としての外国人』に対する総合的対応策」に

おいても、住みやすい地域社会づくり、子どもの教育、労働環境の改善・社会保険の

加入促進など、在留管理制度の再検討の四つの柱を中心に、文部科学省や厚生労働省

などの外国人労働者と関連する部局が連携して進めていくことが提示された。 

   それ以外にも、2008年の経団連の「人口減少に対応した経済社会のあり方」におい

て日本型移民政策の検討が指摘されたり、移民政策学会や移民学会が発足したのもこ

の間の変化のひとつである。 

                                                                                 

(９) 総務省『多文化共生の推進に関する研究会報告書 ― 地域における多文化共生の推進に向け

て ― 』2006年、p.5。 

(10) Ibid.,p.2。 
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   しかしながら、このような流れの中には、オーバースティやオールドカマーの人々

に対する認識が十分ではなく、主に日本語や日本文化に慣れていないニューカマー外

国人を対象としている。日本政府として外国人市民をどのように受け入れていくのか

という第一歩たる動きがある中で、総合的な政策の展開はまだ課題に残っているとい

えよう。そのために見落としてはならないのは、マジョリティである日本人に対する

働きかけを並行していかなければならないということである。「共生」理念が生成さ

れた根底には、在日コリアンだけでなく日本人側の意識変化、自己変革があったこと

を忘れてはならない。 

   異質な他者を受け容れるために日本人はどうあるべきか、多文化共生を外国人に焦

点をあてて論じがちであるが、外国人と一緒に歩む対象として日本人というマジョリ

ティをどう位置付けるかが大事であることはいうまでもない。日本人と外国人が同じ

地域社会の住民として「共に生きる」社会を実現していくために何が必要なのか。そ

れは、多文化共生を国の課題と位置付け、政策として展開していくことである。 

   国の総合的政策の不在を政策展開へと転換していく制度的枠組みづくりが、日本に

おける多文化共生の新たな進展において必要である。こういった意味で、近年多文化

関連の研究者や実践者が注目しているのが、韓国である。  

 

(２) リアリティを伴う多文化共生の具現化のために 

   韓国は日本と同じく「単一民族主義」が根強く、外国人を視野に入れた政策は長年

行われていなかった。それが劇的に変わるのは、2000年以降に急増した国際結婚であ

る。 

   主に韓国人男性と外国人女性の国際結婚とその子どもをめぐる課題が社会で浮上す

るとともに、2006年にアメリカ人とのダブルであるＮＦＬ選手ハインズ・ワードがＭ

ＶＰとなったことでダブルの人々に対する社会的関心が一気に高まったのである。政

策的には、2005年に外国人移住女性のことが大統領指示課題に位置付けられ、2006年

になると、大統領の諮問機関である「貧富格差・差別是正委員会」などの12政府機関

によって「女性結婚移民者家族の社会統合支援対策」が出されるなど、様々な政府機

関から多文化関連政策が次々発表される。 

   法的体制整備も進み、2005年の地方参政権付与（永住資格を持つ外国人対象）、

2007年の在韓外国人処遇基本法や2008年の多文化家族支援法が制定されている。多文

化教育政策においては、＜図表８＞にあるように、多文化家庭に対する教育支援計画 
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＜図表８＞ 2006年に出された多文化政策計画 

 

 

女性結婚移民者家族

及び混血人・移住者

の社会統合支援方案 

多文化家庭の教育支

援対策 

外国人政策の基本方

向及び推進体系 
社会ビジョン2030 

発表時期 2006.4. 2006.5. 2006.5. 2006.8 

関連部処 14部処及び委員会 教育人的資源部 外国人政策委員会
大統領諮問政策 

企画委員会 

ビジョン

と目標 

女性結婚移民者の社

会統合と開かれた多

文化社会の実現 

－差別及び福祉から

の疎外状況の解消 

文 化 民 主 的 統 合

(Cultural Democratic 

Integration)をとおし

て韓国を文化的溶解

の場(Cultural Melting 

Pot)へと転換 

外国人と共に生き

る、開かれた社会の

具現 

－外国人の人権尊重

と社会統合 

－優秀な外国人人材

の誘致支援 

世界と交流する多文

化社会 

－差別と排除のない

多文化社会 

主な内容 

－脱法的な国際結婚

仲介の防止及び結

婚当事者の保護 

－家庭暴力被害者の

安定的な在留支援 

－韓国社会の早期定

着への支援 

－児童の学校生活へ

の適応支援 

－生活安定支援強化 

－社会的認識の改善 

－推進体制の構築 

－多文化家庭支援の

ための部処間の協

力体系の構築、我

が国民の多文化主

義意識を高める 

－地域社会の多文化

家庭支援の協力体

制構築の支援 

－‘学校’の多文化

家庭子女の支援機

能の強化 

－多文化家庭子女の

教育のための教師

の力量強化 

－教育課程及び教科

書に多文化教育要

素を反映 

－大学生 mentoring

事業を多文化家庭

子女に拡大 

－国際結婚家庭子女

の二重言語学習の

支援、不法滞在者

子女の身分安定の

ための部処間の協

議推進 

－外国籍同胞の包容

－結婚移民者、外国

人女性、外国人の

子女の権益向上 

－難民に対する実質

的な支援 

－外国人勤労者の処

遇改善 

－不法滞在外国人の

人権保護 

－多文化社会への統

合基盤の構築 

－結婚移民者と移住

労働者など新しく

登場する社会的排

除集団の基本的人

権保護と社会統合

促進のための基本

法制定、政府内の

担当機構の設置 

－国際結婚移住女性

基礎生活保障、結

婚移住女性支援セ

ンター、言語教室

運営などの支援策

整備 

 
出典：キム・イソン、ファン・ジョンミ、イ・ジンヨン『多民族・多文化社会への移行のための政

策パラダイム構築(Ⅰ)』韓国女性政策研究院、2007年、p.170。 

マ  マ
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  が出され、2007年には「2007年多文化家庭子女教育支援計画」を発表し、2008年には

中長期計画である「多文化家庭学生の教育支援方案」が出されるなど、国の教育体制

の中でどのように多文化教育というものを推進していくのかが、この５年間劇的に動

いていく中で模索されている。 

   社会教育分野においても、2008年に出された「第二次平生教育(11)振興計画」に多

文化家族などの平生教育が位置付けられ、国の研究機関である平生教育振興院を中心

に成人識字教育支援プログラム、疎外階層平生教育プログラム支援事業や、多文化家

庭の平生教育支援事業を実施、いわゆる「社会統合」という国の課題に向けてどのよ

うに支援していくのかが、多角的に試みられている。 

   韓国の場合、日本に比べて中央集権的な性格を持っているため、国主導で政策が展

開していく傾向が見受けられる。そして、急に多文化政策が展開していったために政

策の対象が国際結婚をした女性やその子どもに限定されるといった限界を内包してい

ることも指摘できる。ただ、国が積極的に多文化政策や多文化教育を推進していくこ

とによって、自治体や市民の意識に及ぼす影響も大きく、なかなか多文化政策の確立

が難しい日本と比べると、その動きはダイナミックである(12)。 

 

 

 5. おわりに 

 

 多文化共生をより実感を伴うものとして地域社会に根付かせていくためには、何よりも

外国人との共生が社会の課題であることをきちんと位置付け、そういった政策的な裏付け

に依拠しながら地方自治体や市民団体、ＮＰＯが地域多文化共生の一翼を担うようにして

いかなければならない。日系外国人を対象とした内閣府の試みや外国人労働者に対する対

応策を諸中央機関で行っているものの、そのバックボーンとなる政策がない限り、社会の

                                                                                 

(11) 「平生教育」とは、日本の社会教育のことである。 

(12) このような特性から韓国の多文化政策の展開はトップダウンであるといえる。このようなア

プローチは、国の政策がすぐ自治体の施策に影響しやすく、韓国政府が多文化政策を打ち出し

てから多くの自治体も多文化関連施策を樹立したのも事実である。このような中央集権的なア

プローチは、国家政策の限界をも踏襲する虞もあり、支援対象が国際結婚家庭に集中すること

や、各地域や外国人市民のニーズを反映されていない施策及びプログラムの実施などに繋がり、

こういった韓国の現状を「省察的」に捉えようとする議論や研究がここ２、３年でみられるよ

うになった。しかし、その一方でトップダウンで政策が実施されるが故に、多文化関連政策や

論議が韓国社会で広まったのも否めない。 
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枠組みを変えていくことは難しい。 

 ただ、2008年のリーマン・ショック以来の経済危機によって日本国内で外国人を排除し

ようとする動きや、諸外国においてより一層ナショナリズムを強化し外国人に排他的な立

場をとる動きがみられるようになった。このような状況の中で多文化共生を政策化し、外

国人への支援を本格化していくことの実現は、その社会的合意を導き出すのに困難が伴う

ことも予想される。 

 しかし、在日コリアンの公民権運動を触発させる要因でもあった民族的アイデンティ

ティや学力の問題はオールドカマーだけでなく、ニューカマーも抱えている問題として顕

在化してきている。また、中学生や高校生の年齢で入ってくる外国出身の若者が増えてい

る中で、どのように教育や就業を支援していけるのかも現場の課題となっている。 

 自治体の厳しい財政状況の中でも、地域社会で生きている外国人住民やダブルといった

他者性を持つ人々を疎外されたままにしておくのではなく、地域社会に包摂していくよう

な枠組みを作っていく必要がある。これは、アイヌを含む少数民族のことを含め、日本社

会が異質な他者に開かれた社会になっていけるかどうかを問うものであり、多文化・多民

族共生を国の重要課題にしていくことなしには、地域社会から生まれてきた多文化共生は

日本社会全体へと広げていくことはできない。さらには、たとえ抱えている課題の違いは

あるにしても、非正規労働者やホームレスなど、日本社会の底辺で排除、疎外されている

人々との共生や差別撤廃にも通じるものがあり、多文化共生の捉え返し、捉え直しは、こ

ういった日本社会の他の課題においても大事な示唆を与えてくれる。地域社会からのニー

ズが施策化へとつながっていくことで、施策や地域活動が豊かになっていった川崎の事例

を想起すると、私たちがしていくべきことは明確であろう。 

（キム ユンジョン 首都大学東京准教授） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【参考文献】 

外国人労働者問題関係省庁連絡会「『生活者としての外国人』に対する総合的対応策」、2006年。 

神奈川県第二愛泉ホーム『川崎市池上町における住民とホームの福祉関係』、1969年。 

川崎市市民・こども局人権・男女共同参画室『川崎市外国人市民代表者会議年次報告＜2009年

度＞』、2010年。 

川崎市民生局・青丘社研究協議会学習会資料Ⅱ『在日韓国・朝鮮人の現状』青丘社、1983年。 

キム・イソン、ファン・ジョンミ、イ・ジンヨン『多民族・多文化社会への移行のための政策パラ

ダイム構築(Ⅰ)』韓国女性政策研究院、2007年。 

金侖貞『多文化共生教育とアイデンティティ』明石書店、2007年。 

金侖貞「社会的統合に向けて変動する韓国社会 ― 移住女性の多文化施策への始動を中心に ― 」



 

－ 82 － 

●
－自治総研通巻392号 2011年６月号－●

 

『東アジア社会教育研究』№12、東京・沖縄・東アジア社会教育研究会、2007年。 

金侖貞「韓国における多文化共生社会に向けての多文化政策の形成」『人文学報』№411、首都大

学東京都市教養学部人文・社会系、2009年。 

金侖貞「不可視化される在日コリアンと日本社会、そして教育を考える」『解放教育』2011年２月

号、明治図書、2011年。 

金侖貞「公的社会教育における多文化・多民族実践の変化と課題」『月刊社会教育』2011年２月号、

国土社、2011年。 

「在日朝鮮人に関する最新統計資料」『解放教育』2011年２月号、明治図書、2011年。 

塩原良和『ネオ・リベラリズムの時代の多文化主義』三元社、2005年。 

総務省『多文化共生の推進に関する研究会報告書 ― 地域における多文化共生の推進に向けて 

― 』、2006年。 

日本経済団体連合会「人口減少に対応した経済社会のあり方」、2008年。 

民族差別と闘う連絡協議会『第10回民闘連全国交流集会資料集』、1984年。 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize false
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Remove
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [419.528 595.276]
>> setpagedevice


